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津波避難対策特別強化地域では，予測される巨大地震から市民の生命を守るための防災対策の強化が図ら

れている．本研究では，登別市における避難計画を，GIS，オープンデータ，津波予測，住民の避難訓練

の行動データを用いて検証し，新しい避難計画を再構成する防災政策過程を描写する．登別市の防災シス

テム構築（登別 DPES）の試みは，関係者による災害リスクの共有段階，課題と解決アプローチの共有段

階，新しい防災システム構築アプローチの共有（DPES3.0）段階へと進展してきた．登別 DPES3.0 に防災

情報インフラと人的ネットワークを接合することで，住民の自発的な避難を促すインターフェイスを備え

た防災システムに再構成される．本研究では，上記の政策形成過程から，住民に期待される「3 つの行動

の形態」と，それらの行動をコード化する方法論を導出した． 
 
Key Words: Disaster prevention and evacuation system， Special Tsunami Evacuation Measures， GIS，  

        Citizen participation， Evacuation guidance， Disaster prevention plan 
 
 
1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 
 内閣府が 2020年 4月 21日に公表した北海道・東北地

方北部の太平洋側を震源とする巨大地震の想定によると，

北海道沖の千島海溝で最大マグニチュード（Ｍ）9.3，
東北沖の日本海溝でＭ9.1の地震で，最高約 30 mの大津

波が東日本の広範囲に到達する 1)．津波避難対策特別地

域の自治体は，この予測下で緊急対応するための計画と

施策の立案に取り組んでいる．加藤・米田等の研究グル

ープは，2022年に開発した自治体の防災システム構築を

支援する政策パッケージ：防災システム構築（Disaster 
Prevention Evacuation System：DPES）を活用して，津波避

難対策特別地域の自治体の避難計画の検証と新しい避難

計画の立案を支援している 2)． 
 DPES の中心的な構成要素である地理情報を用いて津

波避難を可視化する先行研究には，橋本 3)，奥野・橋本

等がある 4)．本研究では，これらの地理情報を活用して

被害を可視化する方法論に，防災政策の立案と実施を支

援するアプローチを組み合わせた「政策形成過程と実施

プロセス」を分析の範囲としている点で，先の研究との

違いがある． 
 北海道登別市において DPES のプロトタイプを運用し

た結果，大学と行政間の協働による防災政策を構築する

スキーム（登別DPES）が形成された 5)．登別DPESとは，

既存の防災システム (1.0) に，避難訓練の実測データを結

合したり，行政が保有するデータを用いて既存の避難計

画等を検証する等により，望ましい避難計画等の防災政

策を再構成するための防災システム構築ツールである．

大学と行政が協働して制作・活用・運用される DPES を，

自治体の防災政策形成過程に導入することによって，既

存の防災システムをより良いものに更新することができ

る．翌年度に実施訓練を行って既存の防災計画の検証と

更新を実施していくならば，次第に「防災システムを構

築するしくみ」が自治体内に定着し，制度化されていく

ことになる． 
 このような防災政策システムを構築するプロセスは，

5階層ある（図 1）2)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 登別DPES構築プロセス 
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 5 階層とは，防災システムを把握する第 1 階層，避難

に関する情報を取得する第 2 階層，GIS を用いて危機を

可視化し検証する第 3階層，既存の行動コードを検証し

て，望ましい計画を再構築する第 4 階層 (DPES 2.0)，
DPES 2.0を検証して，より効果の高い避難計画を立案す

る第 5階層である．登別 DPESは，2023年 3月に第 3階
層から第 4 階層に至り(登別 DPES 2.0)，2023 年度の避難

訓練後に避難計画を更新して（登別 DPES 3.0），第 4階
層から第 5階層にシフトした． 
 
(2) 研究課題と手法 

 本研究の調査対象地の北海道登別市の人口は 45,656人
で 6)，沿岸部に多くの住民が密集して居住する．日本海

溝モデル型の地震が発生した場合，登別市では，最短

31 分で津波が到達する 7)．北海道の被害想定では，冬季

に最大1,400棟の建築物被害，20,000人の人的被害が発生

する 8)．ゆえに， 住民自身が適切な避難行動をとれるよ

うに政策的なサポートを実施して，人的被害を減らさな

ければならない. 本研究の目的は，こうした津波避難特

定地域の自治体が直面している課題を解決して，大学等

の他セクターのアクターと協働的に望ましい防災システ

ムを構築する方法を明らかにすることにある． 
 上記の目的を解決するため，登別市で実施された津波

における図上演習，避難訓練の参与観察から得られたデ

ータを元に，既存の津波避難の計画の妥当性を 3段階の

プロセスで検証し，防災政策形成過程における防災シス

テム構築アプローチを導出する．検証の 3段階とは，1) 
避難訓練の住民避難行動のログデータを取得して QGIS
上に可視化する 9)  第 1段階，2) 避難訓練から得られたデ

ータから課題を把握して関係者に共有する第 2段階，3) 
課題を解決して新たな防災システムを構築する第 3段階

である． 
 本稿では，第 2章で登別市の防災システム構築プロセ

スを描写する. 第 3章で津波避難特定地域の自治体にお

ける防災システム構築アプローチを提示し，第 4章で考

察を加える． 
 
 
2. 事例研究 登別市の防災システム構築 

 
(1) 災害リスクと解決アプローチの共有(DPES 1.0-2.0) 

 2021 年 11 月から登別市と北海道大学は，全 7回の登

別防災ラボ（以下，「登別防災ラボ」）を開催し，レク

チャー（第 1回，第 3回），ニーズ調査（第 2回），コ

ンテンツ制作と行政担当官のスキルアップ（第 4回），

津波避難の図上訓練の参与観察と検証（第 4回），全市

総合避難訓練（土砂災害）の参与観察と検証，避難訓練

における住民の徒歩避難のプローブデータの実測結果の

分析と検証（第 5回）を実施してきた 2) ．上記の登別防

災ラボから，3 タイプの DPES コンテンツが制作された．

この間に，大学と行政は，災害リスクと既存の避難計画

の課題と解決アプローチを共有し，次の防災システムを

構築する実践知を蓄積していった． 
 研究グループは，2022 年 10 月 8 日に実施された登別

市鷲別地区及び富浜地区の避難訓練を参与観察して，

GPSロガーを持って避難する住民の移動ルートと時間を

計測した．この実測調査には，鷲別地区及び富浜地区の

9つの町内会，登別市職員，北海道大学関係者の50名が

参加した．本計測における有効データ率は，92%だった． 
 次に津波予想データと上記実測値を重ねた動画コンテ

ンツ（登別 DPES コンテンツ）を作成し注 1)   ，避難行動

の有効性を検証した． 
 検証結果は，以下の通りである. 登別市における市内

の浸水想定エリア内に位置する人口は，33,230人，建築

物数は，20,671棟に達する  (表 1)．農業を除く事業所の

浸水率は 75%である．いずれの業態も被害を受け，第二

次産業では建設業や製造業，第三次産業では小売業など

が被害を受ける，市全体の人口，建築物の約 70%，事業

所の約 75%が浸水エリア内に居住・立地している．また，

国道 36号線と JR室蘭本線の一部が浸水する．幌別地区

は行政の中心エリアの幌別地区の大半が津波被害を受け

る．鷲別地区は集合住宅や商業施設などが多く立地し，

JR が内陸側に逸れるために，幌別地区と同様に災害時

の避難が困難である．登別地区は，幌別や鷲別の 2つの

エリアほど浸水しないことがわかった 10) ． 
 

表１  登別市における人口，建築物の津波被害 

 
 
 
 

 
実測したログデータと津波想定のデータを重ねた結果，

4つの事実が可視化された．第 1 に，津波到達想定時間

（31 分後に着岸）内に，ロガーを持った全ての住民が，

浸水想定エリア外にある避難所に到着した．従って，既

存の避難誘導の有効性が認められた．第 2に，災害時に

おいても，踏切以外の場所から線路に侵入することがで

きないため，9 m の津波から避難する局面でも，線路を

迂回して海岸線と平行に移動する避難コードとなってい

る．そこに生じる時間的ロスは許容できない可能性があ

る．第 3に，沿岸町内会の図上訓練で避難場所とした真

宗寺は，ハザードマップで避難場所にも指定されており，

その認知度は高い．しかし，津波想定を可視化すると，

真宗寺の周囲が津波到達寺に一面が浸水して孤立する．

しかし、別の避難路がなく，二次避難が困難になる．ま

項目 浸水数 浸水率 
人口 33,230人 70.70% 

建築物 20,671棟 74.28% 
事業所 1,126箇所 76.43% 
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た，避難ニーズに対する収容可能人数が少なく，備蓄品

も不足している．第 4に，避難訓練で設定された避難場

所はいずれも浸水想定エリア外にあったが，浸水域に接

していた．「想定」を超えた津波の場合に備えて，より

内陸部へ移動を続ける必要がある． 
以上の結果から，既存の避難誘導の有効性が認められ

た一方で，これまで避難所として認知されていた場所が

津波によって退路が失われる可能性があること，また，

可能な限り安全な場所に避難を継続する必要があること

などを踏まえて，現行の避難所の位置及び避難ルートを

再検討しなければならないことが明示された． 
 
(2) 登別DPES構築プロセスの共有(DPES 2.0-3.0) 

 2022 年度の避難訓練行動と津波予測を QGIS上に重ね

て制作した DPES コンテンツから，一次避難所で多くの

住民が孤立する事態になることがわかったため.この結

果を第 5回登別防災ラボで，防災担当官と共有した．登

別市地域防災計画では，消防機関と行政には車両による

誘導を行うことになっている．そこで，第 6回登別防災

ラボでは，研究者は，a.「救助機関の安全確保，緊急車

両の避難，道路啓開の浸水深・余裕高の前提条件，内陸

連絡路の確保，病院や市役所などの防災拠点から縦方向

に一次避難した被災者を救助する」などの二次避難オペ

レーションアプローチと，b.都市・交通計画の観点から

車避難の有用性とリスクについて提言した． 
「消防による沿岸部の避難誘導」と「消防隊員の安全確

保」は両立しないことに直面した登別市は，これらの課

題の対応策として，消防隊員の安全確保を優先し，許容

時間で最善の救助を行うコマンドウェア(Commandware）
11) について構想する一方，a.安全な避難路と復旧復興の

速度を高める道路の整備，b.避難ビルの確保等，より多

くの住民を救出するための具体的な方策の立案に入った．

要配慮者の居住データと津波予測データを重ねて，精度

の高い個別避難計画を立案することは，その重要なアプ

ローチの 1つである． 
 

(3)  避難誘導システムの改良(DPES 3.0-3.1) 

 

a) 2023年全市避難訓練の概要 

 2023年全市総合避難訓練は，津波の災害や洪水の災害

の想定で，町内会が主催して実施された．市は多くの小

中学校に対して情報提供を行い，小中学校と町内会の避

難訓練の共同実施を全面的にサポートしたため，避難訓

練への参加率が高い地区 (幌別，鉄南，幌別西，青葉) を
中心に，町内会と小中学校が合同で避難訓練に参加する

スキームがつくられた．  
 この避難訓練には，同市に立地する日本工学院北海道

専門学校の学生チームと，のぼりべつ女性防災ネットワ

ークのメンバーも参加して，避難行動の調査に協力した

ことにより，後述するように，DPES にアプリケーショ

ンを結合するアプローチが見出され，要配慮者の個別避

難計画作成に係る重要なインサイトを得ることができた． 

 

b） 避難計画の検証 

 検証結果は以下の通りである．2023年 11月 14日・22
日に第 7回登別防災ラボが開催され，住民の避難行動の

ログデータ (表 2) と津波予測を重ねた動画コンテンツ (：
DPES 2023)を共有して課題と解決アプローチを議論し，

登別市の防災システムを構想した．ロガーの配布数 25，
ログデータの回収率は 100％，有効データ数は 18， 有効
データ率は72％だった．25データ中13名が健常者，5名
が支援を受けた要配慮者だった． 
 

表2 避難行動の速度と避難距離 

  
速度 
(km/h) 

避難距離 
(km) 属性 

1 3.9 1.43 健常者 

2 2.1 0.77 健常者 

3 4.4 0.33 健常者 

4 4.6 0.76 健常者 

5 3.4 1.67 要配慮者 

6 3.5 1.47 要配慮者 

7 3.1 1.35 要配慮者 

8 4.3 1.29 要配慮者 

9 2.2 1.27 要配慮者 

10 4.7 0.89 健常者 

11 4.4 0.46 健常者 

12 2.9 0.90 健常者 

13 4.3 0.99 健常者 

14 5.0 1.39 健常者 

15 4.3 0.80 健常者 

16 4.2 0.79 健常者 

17 2.0 0.79 健常者 

18 4.0 1.38 健常者 

平

均 
3.5 1.04  

       

  DPES 2023から，次の 5つのインサイトが得られた． 
 第 1 に，幌別中学校に向かった参加者は, 避難開始か

ら約 30 分後に全員が到着した．北海道の公開する予測

によると，幌別中学校周辺には 39 分後に津波が到達す

る．災害時に同様の避難行動をとることができたならば，

浸水予測エリアの外に避難できる (図 2)． 
 

 

 

 

 

 

 

 

図2 幌別中学校への避難行動と津波予測 

 第 2 に，青葉小学校に向かった参加者は，約 15 分後

に到着した．青葉小学校周辺には，予測では 41 分後に

津波が到達する．幌別中学校と同様に，津波到達前に避

第 70 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

難は完了できると見込まれる．但し，避難場所の小学校

に着く手前の坂が急傾斜なので，高齢者の避難速度がこ

の場所で遅くなる可能性がある(図 3)． 
 

 

 

 

 

 

  

 

図3 青葉小学校への避難行動と津波予測 

 

 第 3に，一次避難所に指定されている鉄南ふれあいセ

ンターには，発災から 37 分後に津波が到達すると予測

されている (図 4-a). 
 

 

 

 

 

 

 

 

図4-a 鉄南ふれあいセンターへの避難行動と津波予測 

  

 鉄南ふれあいセンターの予測浸水深は約 6.3mである

ため避難者は津波が到達する前に，3階以上に避難する

必要がある (図 4-b)．移動可能な市民には，より安全な

内陸の高台に逃げる行動コードを周知する必要がある． 
 

 

 

 

 

 

 

 

図4-b 鉄南ふれあいセンターと予測される津波の浸水深 注2) 

 

 第4に，真宗寺へ向かった参加者は，20分以内に到着

した．この場所には 39 分後に津波が到達すると予測さ

れている．避難は完了できるが，その直後に津波に囲ま

れて孤立するため（図 5），二次避難や物資供給が困難

になることが明らかになった．新たな課題として，「避

難場所の機能をいかに実装するのか」について考えなけ

ればならない．また，住民には「より内陸の高台に避難

移動を続ける」ように誘導する必要がある． 

 
 図5 真宗寺への避難行動と津波予測 

 

 第 5 に，避難者の避難速度は，健常者の平均が時速

3.6km/h，要配慮者の平均速度は 3.1 km/hだった．避難に

要した時間の平均は，健常者は 14.8分，要配慮者は 26.6
分だった (表 3-a，表 3-b)． 
 

表3-a 健常者の避難行動の速度と避難距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-b 要配慮者の避難行動の速度と避難距離 

 

 

 

 

 

   

  

 要配慮者には，要配慮者をリアカーに乗せて支援者と

ともに避難した「リアカー避難」が含まれている．リア

カー避難は，徒歩避難よりも避難速度は早い．リアカー

避難を含めない場合には要配慮者の避難速度はもっと遅

くなる．地震発生から約 30 分後に津波が海岸に到達す

ることを考慮すると，避難における猶予時間の概算は健

常者が約 15分，要配慮者は約 3分である． 
 上記のインサイトを総括する．第 1に，ログデータと

津波予測のデータを重ねて，住民の避難行動を 2年連続
で可視化できた．しかしこのデータは，防災無線の発出

直後に避難場所へ向かった場合の計測結果である．住民

はこの理想的な条件下では津波到達前に避難場所に避難

できる．また，この条件下での避難の準備に許される時

  速度 
(km/h) 

避難距離 
(km) 

移動時間 
(分) 

1 3.9 1.43 21.9 
2 2.1 0.77 22.1 
3 4.4 0.33 4.5 
4 4.6 0.76 9.9 
5 4.7 0.89 11.4 
6 4.4 0.46 6.3 
7 2.9 0.90 18.5 
8 4.3 0.99 13.8 
9 5.0 1.39 16.7 
10 4.3 0.80 11.2 
11 4.2 0.79 11.3 
12 2.0 0.79 23.8 
13 4.0 1.38 20.7 
平

均 
3.6 0.95 14.8 

  速度 
(km/h) 

避難距離 
(km) 

移動時間 
(分) 

1 3.4 1.67 29.4 
2 3.5 1.47 25.2 
3 3.1 1.35 26.0 
4 4.3 1.29 18.0 
5 2.2 1.27 34.5 
平

均 3.1 1.41 26.6 
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間は 10分前後であることがわかった． 
 第 2に，のぼりべつ女性防災ネットワークの介助サポ

ートを受けて避難した要配慮者の平均避難速度 3.3km/h
は，登別市の地域防災計画の市民の避難の歩行速度

2.5km/hよりもかなり速く，約3分の避難準備時間を残し

て，津波到達以前に避難を完了できた．この結果は，支

援者が要配慮者に対して適切な支援を行い，最短の避難

ルートで避難した場合，要配慮者を取り残すことなく避

難できる可能性があることを明示する． 
 

c)避難誘導システムの改良 

 以上の検証結果を得た登別市は，上記の避難誘導をめ

ぐる課題を解決するために，災害予防計画の消防計画と，

市消防警防活動大綱要領の避難誘導オペレーションの改

善に着手した．これまで行われてきた「車両による避難

誘導」に代わって，「緊急車両と消防隊員が，逃げ遅れ

た人の救出のために海岸線に近づくことをせずに，緊急

車両と消防隊員の安全を確保して，二次避難誘導に備え

る」オペレーションに変更し，津波避難計画の記述を更

新したのである．この変更を受けて，地域防災計画の日

本海溝千島海溝周辺開講型地震防災対策推進計画「消防

機関等の活動」において，「消防機関が津波からの円滑

な避難の確保等のために講ずる措置」について，次の 3
事項への対策を定めた 12) ． 
 3事項とは，①津波警報等の情報の的確な収集・伝達，

②津波からの避難誘導（外国等の遠隔地において発生し，

到達までに時間の余裕がある場合），③津波到達予想時

間等を考慮した退避ルールの確立，である．また，同計

画「迅速な救助の救助・救急活動の実施体制」で「市は，

消防庁舎等の耐震化を含め，救助・救急隊の体制や車

両・資機材の確保等に努めるものとする」と規定された． 
 以上の計画の変更と併せて，日本海溝千島海溝周辺開

講型地震防災対策推進計画と本計画に基づく津波避難対

策緊急事業 5ヵ年計画で，鷲別，美園，若草，新生地区

の避難経路及び避難施設の整備，津波避難タワーの建設

を含むハード面の取り組みを重点的・計画的に進める方

向性が示され 13)，北海道から津波施設等特別対策事業費

補助金の拠出について承認された． 
 
d)ITテクノロジーの活用と人的ネットワークの結合 

 加藤・米田らの研究グループは，災害後の復旧・復興

の住民合意を平常時から形成するために，市民が防災シ

ステム構築プロセスに参加する場をつくることをめざし

てきた．その第 1の取り組みとして，2023年 4月及び 9
月に日本工学院北海道専門学校で登別防災ラボを開催し，

登別市の災害リスクや災害情報に関するレクチャー(第 1
回)と，地理情報の活用ワークショップ（第2回）を開催

した．その後，同校の情報処理科の学生チームは避難訓

練に参加し，災害時の避難を円滑にするための IT テク

ノロジーの活用方法する研究を開始した．同学生グルー

プが開発した「防災ポータルサイト」とアプリケーショ

ンのプロトタイプには，5つの機能（a現在地を取得す

る機能，b渋滞表示機能，c避難経路表示機能，d危険場
所の投稿機能，e 登別市に直接要望を送ることができる

機能）が実装される予定である． 
 第 2の取り組みとして，行政と大学以外の要配慮者の

避難をサポートするサードセクター組織である「のぼり

べつ女性防災ネットワーク」が，避難訓練で要配慮者と

避難した際のログデータの取得に協力してくれたことを

受けて，第 7回登別防災ラボで，要配慮者の避難に関わ

るインサイトへのフィードバックを行った．この時，登

別女性防災ネットワークから学生チームに，要配慮者の

避難に役立つ情報を「防災ポータルサイト」に搭載して

ほしいというニーズが伝えられた．更に，大学，専門学

校，研究機関，行政，サードセクター組織の関係者が 3
つのグループに分かれて，「防災ポータルサイト」とア

プリケーションを組み込んだ 3つのプロジェクト（防災

行政サポート，二次避難オペレーション，減災ドローン

制作）について議論した． 
 同校に開局した防災政策研究ユニット登別局を拠点に，

第 1，第 2 の取り組みが進展して，登別市の望ましい防

災システム構築プロセスに，多くの市民が参加すること

が期待されている． 
 
 
3. 解の提示：津波避難対策特別地域における防 

   災システム構築アプローチ 

 

 登別市の防災システム構築の事例研究から，津波避難

対策特別強化地域における防災システム構築アプローチ

を導出する． 
 登別 DPES は，災害リスクの共有（DPES 1.0）から，

課題と解決アプローの共有（DPES 2.0），構築アプロー

チの共有（DPES 3.0）へと更新されてきた．DPES 3.0 以
降の防災システム構築においては，DPES 3.0に「防災ポ

ータルサイト」とアプリケーションを接合し，防災シス

テムをハード面（防災情報インフラ）及びソフト面（人

的ネットワーク）から補強する．このような既存の防災

システムに新しいコンテンツを搭載して，市民の参加を

促進する過程では，登別市の住民に期待される「避難に

関わる 3つの行動の形態」が見出され，それらの行動を

コード化する方法論が概念化された． 
 3つの行動の形態とは，第 1 に「消防隊員等避難誘導

するスペシャリストの安全を守る行動形態」， 第 2 に

「住民が最適な避難ルートと方法を自ら選択して自主的

に避難する行動形態」， 第3に「要配慮者を危険な地域
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に置き去りにしない行動形態」である． 
 第 1の行動形態は，新しい避難計画の策定と既存の政

策・施策や計画を更新することによってコード化される．

第 2 の行動形態は，DPES によって認識された災害リス

クを，住民一人一人が，アプリケーションをもち，自ら

助かる避難行動を身につけることによってコード化され

る．第 3の行動形態は，要配慮者の避難を支援する団体

等が要配慮者をサポートして，発災時に最短の避難ルー

トを選び，最短時間で避難を完了できる個別避難計画と，

その訓練の継続的な実施によってコード化される． 
 防災・減災においては，多くの住民が自ら積極的に避

難する行動をとることが重要である．これまでに構築さ

れた登別 DPESに，ITテクノロジーを導入し，また，人

的ネットワークを拡充することによって，住民の自発的

な避難行動を促進しながら，より望ましい防災システム

を構築できることを，本事例は明示する． 
 
 
4. 考察 

 北海道の太平洋岸に位置する登別市は，千島海溝型

地震に直面する象徴的な自治体の 1つであり，かつ，津

波避難対策特別地域の先進的な防災システム構築アプロ

ーチを有する自治体である． 
 本研究では，登別市のトライアルを描写するとこによ

って，津波避難対策特別地域の自治体における防災シス

テム構築アプローチを明らかにした．自治体が，防災シ

ステム構築（DPES）を導入することには 3つの利点が

ある．第 1の利点は，緊急時に避難誘導を行うスペシャ

リストの安全確保と避難誘導の完遂を両立する方法論を

見出すことができる．第 2の利点は，既存の防災システ

ムに DPESやアプリケーション等の情報インフラを搭載

して防災行政を支援できる．第 3に，地域の防災力・減

災力を高める人的ネットワークを形成できる．このモデ

ルが他の自治体にも導入されるなら，その便益はより広

域的なものになるだろう． 
 今後，これまでの避難訓練で取得した 70 データに

2024度以降に実施する避難訓練の実測データを統合して

地域全体の特徴を示す DPES コンテンツを制作する予定

である．津波避難対策特別強化地域における自治体が合

理的根拠に基づく防災政策を立案し，施行できるように，

また，住民が望ましい避難行動をとることができるよう

に, 本研究を継続する． 
 
謝辞：本論⽂に執筆にあたりご指導を賜りました⾼松泰先⽣，
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NOTES 
 
注1) 調査対象地におけるGISを活用した避難行動調査の方法 

本研究では，オープンデータをQGIS上に可視化し，災害

被害を把握する（QGISによる津波被害予測の可視化）．

第１に， 国勢調査 *１，国土基盤地図情報 (国土地理院) ，
津波浸水想定 (北海道)* 2 ，経済センサス (経済産業省) *3の

データを QGISにインプットし，2020年国勢調査の 500m
メッシュデータと経済センサス 2016 年の 500mメッシュ

データを用いて，QGIS上で国勢調査と経済センサスのデ

ータを結合すると，一つ一つのメッシュに人口と事業所

のデータが格納される．このメッシュを調査対象地の形

で切り抜き，調査対象地の行政区域に対応するメッシュ

だけを抽出した後に，津波の浸水想定エリアと重なるメ

ッシュを抽出すると，浸水メッシュの面積を元のメッシ

ュの面積で按分により，浸水域に残留する人口と事業所

数を把握できる．QGISの「切り抜きツール」を使用する

ことにより，津波浸水想定エリア内に立地する建築物の

数を推計できる. 

 
     *1   e-Stat, 境界データ,小地域,国勢調査2020年,登別市. 
     *2   北海道 太平洋沿岸の津波浸水想定の公表資料（デ

ータ集）登別市      
     *3    e-Stat, 統計データ,経済センサス活動調査2016年, 4 

 次メッシュ, M6340, M6341) 
 

注2) 鉄南ふれあいセンター縮尺図の作成登別市の指定避難場

所・津波避難ビル「鉄南ふれあいセンター」への避難行

動と津波予測の関係を可視化するため，『鉄南ふれあい

センター新築工事設計図立面図（：登別市提供）』と

「北海道の太平洋沿岸の津波浸水想定 17）」の情報を

1/100縮尺でAdobe Illustration上で統合した． 
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IN MUNICIPALITIES WITH SPECIAL TSUNAMI EVACUATION MEASURES 
REINFORCEMWNT 

 
Natsuki YONEDA, Tomoe KATOH 

 
In municipalities with Special Tsunami Evacuation Measures Reinforcement, disaster prevention 

measures are being enhanced to protect the lives of citizens and maintain municipal functions in the event 
of a predicted major earthquake and subsequent tsunami. This study examines the evacuation plan in 
Noboribetsu City, one such municipality, using data produced from GIS (Geographic Information System), 
open data sources, tsunami forecasts, and residents' evacuation drill behaviors. It describes the disaster 
prevention policymaking process to evolve into a new evacuation plan. 

The Noboribetsu Disaster Prevention Evacuation System (DPES) has progressed through several stages: 
sharing disaster risks among stakeholders (DPES 1.0), sharing issues and solution approaches (DPES 2.0), 
and sharing new disaster prevention system development approaches (DPES 3.0). Noboribetsu DPES 3.0 
is currently using a prototype of a disaster prevention portal site and is linked with disaster prevention 
information infrastructure and human networks, which can be reconfigured into a disaster prevention sys-
tem with an interface that encourages voluntary evacuation by residents. 
 From this policymaking process, three forms of behaviors were derived related to evacuation expected 
of residents and a methodology to code these behaviors. This approach indicates a cooperative disaster 
prevention system that incorporates residents' evacuation guidance into the disaster prevention plan for 
areas with special tsunami evacuation measures reinforcement. 
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